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平成３０年度第２回定期監査（工事）報告書 

第１ 監査の概要 

１ 監査の種類  

  地方自治法第１９９条第１項および第４項の規定による監査 

２ 監査の対象 

   青梅市新生涯学習施設（仮称）新築工事 

   （建築工事、電気設備工事、機械設備工事、昇降機設備工事、工事

監理委託） 

所 管 課 教育部社会教育課 

工事担当課 総務部施設課 

契約担当課 総務部総務契約課 

 ３ 監査の期間 

   平成３０年１１月１４日から平成３１年１月２８日まで 

説明の聴取・現地調査 平成３０年１２月１７日 

 ４ 監査の方法 

   監査の実施に当たっては、工事の設計、契約および施工等が法令等

に準拠し、適正かつ効率的に執行されているかを主眼として、関係職

員および施工等事業者からの説明聴取、現地調査を実施した。 

なお、技術的側面については、一般社団法人東京技術士会に工事技

術調査の業務を委託して実施した。 

５ 調査の方法 

所管課、工事担当課、契約担当課、施工事業者および監理事業者を

対象に、次の事項について書類審査および現地調査を実施した。 

(1) 計画に関すること 

(2) 設計に関すること 

(3) 積算に関すること 

(4) 契約に関すること 

(5) 工事監理・施工に関すること 

(6) 環境管理に関すること 
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(7) 安全管理に関すること 

第２ 工事の概要 

１ 工事件名、受注者および契約金額（消費税込み） 

(1) 青梅市新生涯学習施設（仮称）新築工事 

岩浪・井戸・佐久間特定建設工事共同企業体  

８４３，２３１，６００円（変更契約後） 

 (2) 青梅市新生涯学習施設（仮称）新築電気設備工事 

志村電設株式会社   ２０２，１７４，９２０円（変更契約後）  

  (3) 青梅市新生涯学習施設（仮称）新築機械設備工事 

株式会社開成     ２１３，５０５，２００円（変更契約後） 

 (4) 青梅市新生涯学習施設（仮称）新築昇降機設備工事 

ダイコー株式会社    ２８，５１２，０００円 

  (5) 青梅市新生涯学習施設（仮称）新築工事監理委託 

    株式会社相和技術研究所 ２８，１９１，０００円 

２ 工事場所 青梅市上町３７４番地 

３ 工  期  

平成３０年４月３日から平成３１年３月２５日まで（変更契約後） 

  昇降機設備工事は平成３０年５月１１日から 

  工事監理委託は平成３０年４月２０日から 

４ 建物概要 

 (1) 敷地面積  １４６８．６０平方メートル 

 (2) 建築面積   ７０４．６１平方メートル 

 (3) 延べ面積  ３１１９．１７平方メートル 

 (4) 構造・規模 鉄骨造一部鉄筋コンクリート造 地下１階地上４階 

５ 進捗状況（平成３０年１１月末現在） 

(1) 建築工事    予定進捗率５５．４パーセント 

 実施進捗率５２．２パーセント 

(2) 電気設備工事  予定進捗率３５．０パーセント 

 実施進捗率３３．０パーセント 

(3) 機械設備工事  予定進捗率３０．０パーセント 



－３－

実施進捗率３０．０パーセント 

(4) 昇降機設備工事 予定進捗率  ０．０パーセント 

実施進捗率  ０．０パーセント 

 ６ 基本設計・実施設計 株式会社相和技術研究所 

第３ 監査の結果 

  本工事は、「生涯学習環境の充実と文化芸術施設の再構築」および「公

共施設の再編・再設置」を達成するため、青梅地区にある機能が類似し

た４つの施設（青梅市民会館、青梅市民センター、永山ふれあいセンタ

ーおよび釜の淵市民館）を集約化・複合化して、青梅市民会館を解体し

た跡地に新生涯学習施設（仮称）を建設するものである。 

  なお、この施設について、生活文化の向上と生涯学習の振興に寄与す

るために「青梅市文化交流センター」として設置し、その管理および運

営に関する必要な事項を定める条例が平成３０年青梅市議会定例会９月

定例議会において可決された。 

  今回の監査は、本工事にかかる計画、設計、積算、契約、施工、工事

監理および品質管理等が適切に行われているか、さらに、周辺住民の安

全および環境保全についても調査を行った。 

  工事技術調査の結果は良好であるとの総合評価であり、技術士の所見

を踏まえ、本工事にかかる設計、積算、契約、施工等はおおむね適正か

つ効率的に執行されているものと認められた。 

  なお、一部改善されることが望ましい事項が見受けられたので、以下

の工事技術調査の概要に続き要望等を述べることとする。 

 １ 工事技術調査の概要 

(1) 調査結果 

   ア 計画 

     (ｱ) 計画の妥当性 

本事業は、青梅市民会館の耐震性能の課題解決および公共施

設の再編に向け実施されるものである。 

青梅市民会館は、昭和４１年９月に建設され、建設後約５０

年が経過している。また、南側道路の国道４１１号線は特定緊
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急輸送道路であることから、「東京における緊急輸送道路沿道建

築物の耐震化を促進する条例」における特定沿道建築物に該当

している。特定沿道建築物に義務付けられている耐震診断を実

施した結果、Is 値が０．１８という数値となり、「大地震時に

倒壊する可能性が大きい」建築物という判断となった。 

一方、策定を進めていた「青梅市公共施設等総合管理計画（公

共施設再編計画）」においては、再編モデル事業として、４つの

施設を集約化・複合化する施設の建設事業を行うこととした。 

これらのことから、この事業計画は妥当であると判断する。 

    イ 設計等 

     (ｱ) 建築 

ａ 設計における重点事項、配慮事項 

地下部分は、土圧などの荷重を受けるため、剛性の高い鉄

筋コンクリート造としている。 

地上部分は、一層を吹き抜けとした多目的ホール、将来の

間取りの自由にも対応できるような空間となっており、ロン

グスパンにも対応できるような鉄骨造としており、妥当であ

る。 

     ｂ 構造物の耐震計画 

大空間の多目的ホールやニーズ等の変化に応じた自由な間

取りにも対応できるよう、鉄骨造とした。架構形式はラーメ

ン構造とし、柱は角型鋼管、大梁はＨ形鋼を採用している。 

重要度係数については、防災拠点となることや多数の利用

者が見込まれる施設であることから、「官庁施設の総合耐震計

画基準」の規定によるⅡ類とし、Ｉ＝１．２５として検討し、

余裕を持つ部材設計を行うことにより、耐震安全性の向上を

図っている。 

ｃ 防災拠点 

青梅地区対策本部（防災拠点）である青梅市民センターを

本施設へ集約すること、また、敷地にあった青梅市民会館が
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避難場所であったことから、本施設は、青梅地区対策本部（防

災拠点）および避難場所となる。 

１階多目的ホールは災害時の物資集積場所として利用でき

るよう計画し、南側の壁を移動間仕切り壁、ひろばとの出入

り部分をオープンにできるサッシとすることで、災害時にひ

ろばから直接物資等を搬入できるよう配慮している。 

地区対策本部室は、地域南側の状況を一望できる縁側テラ

スに隣接する３階大活動室２とし、空調方式はライフライン

が停止した際に比較的復旧の早い電気を用いた電気式ビルマ

ルチエアコンを採用している。 

停電時の対応として、非常用発電設備を設け、地下１階～

２階までの便所・１階多目的ホール・２階事務室・３階大活

動室２の照明（平常時の約３分の１）、一部コンセントや主要

機器への電源供給を行うことで、停電時においても防災拠点

として機能する計画としており、湧水ポンプにも電源供給を

行い、雨水や湧水の排出に利用できるようにしている。  

その他に災害時の計画として、外部にはマンホールトイレ

を計画しており、下水道本管が損傷した場合に備え、下水道

直結方式から貯留方式に切替えが可能な形とし、貯留方式の

場合で３日間程度使用できる計画としている。 

ｄ 設計変更  

平成３０年２月に公共工事設計労務単価が上昇したが、本

事業の建築工事、電気設備工事および機械設備工事について

は、上昇前の公共工事設計労務単価を使用して予定価格を設

定していたことから、工事請負契約書第５５条の規定により

特例措置を適用し契約金額を変更する見込みである。 

また、土工事根切り中に発生した想定を超えた湧水の排水

作業のため、工事が一時中断したことから、契約工期を平成

３１年３月１２日から平成３１年３月２５日に変更する予定

である。 
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     (ｲ) 電気設備 

     ａ 電気設備の耐震性 

ベースライト等の大型器具はスラブ等の構造体から吊りボ

ルトで確実に取り付けするようにしている。また、多目的ホ

ールに設置する直付け高天井用器具も同じくスラブ等の構造

体から吊りボルトで確実に取り付け、振れ止めを３点以上設

けるようにしている。 

ｂ 非常時の電源確保 

消防負荷に対応するため、屋上にディーゼル発電機(３５

kVA)を設置し、一般停電時は単相系では主要な室の照明（通

常時の約３分の１）やコンセントに電源供給、三相系では湧

水ポンプに電源供給を行う。 

    (ｳ) 機械設備 

ａ 空調設備について 

ＧＨＰ方式をベースに採用した理由は、経済性に優れ、外

気温低下時でも暖房能力の低減がなく立ち上がりが早いため

である。ＥＨＰ方式は災害時の熱源供給を考慮し、重要室（３

階大活動室）に採用している。 

ｂ 換気設備について 

居室については原則、２４時間換気としている。具体的に

は、全熱交換機扇による第一種換気とし、換気回数は０．３

回/ｈとしており、妥当である。 

ｃ 給排水設備における省エネ対策 

ガス給湯器は高効率型を採用し、衛生器具については節水

器具を選定している。 

(ｴ) 昇降機設備 

昇降機の非常時の管制運転について 

地震時管制運転は、地震発生時にエレベーターを地震感知器

の作動により早期に最寄階に停止させ、乗客の安全確保を図る

運転機能となっている。 
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火災時管制運転は、火災発生時にエレベーター内の乗客を速

やかに避難階に帰着させ、エレベーター内の乗客を避難させる

運転機能となっている。 

停電時管制運転は、停電によりエレベーターが停止した場合

に、バッテリー電源によりエレベーターを低速で走行させ最寄

階へ着床させる運転機能となっており、妥当である。 

(ｵ) 監理委託 

 ａ 監理委託の範囲 

建築工事、電気設備工事、機械設備工事および昇降機設備

工事について監理委託している。 

     ｂ 監理委託員の配置 

現場代理人・監理業務技術者１名、意匠・設計担当１名、

構造担当１名、電気設備担当１名、機械設備担当（昇降機設

備兼務）１名の合計５名が配置されている。

ウ  積算 

     (ｱ) コスト削減 

ａ 建築 

(a) 土工事について 

青梅市民会館は地下 1 階を有していたことから、基礎深

さがＧＬ－６．５ｍとなっていた。本計画建物においても

地下階を設けることで、青梅市民会館解体後の地下の埋戻

し費用や本計画建物の新築工事にかかる掘削費用の節減を

図る計画としている。 

(b) 仮設工事について 

青梅市民会館解体工事での仮囲い・仮設構台を本計画建

物の新築工事へ引き継ぐ計画とし、仮設材料運搬・組立費

等の仮設費用の節減を図った。 

(c) 躯体工事について 

ピット天井の断熱材を型枠兼用材とすることで、型枠費

を削減している。 
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(d) 内装工事について 

１階多目的ホールの天井を直貼り吸音材で仕上げること

により、天井下地および仕上費を削減している。 

天井仕上材の化粧吸音板は直貼りを多く採用とすること

で、下地材の費用を削減している。 

ｂ 電気設備 

 (a) 各階のＥＰＳ位置を同じにすることにより、幹線の横引

きを減らし、材料費・労務費を削減している。 

(b) 非常用発電機は、消防法に基づく消火栓ポンプ用発電機

であり、火災発生時以外の一般停電でも一部の照明やコン

セント等に電源を供給できるようにしている。 

ｃ 機械設備 

トイレ等水廻りの配置を各階で同じにすることにより、配

管延長を短縮し、材料費・労務費を削減している。 

ｄ 昇降機設備 

エレベーターの速度について、イニシャルコストを踏まえ

た上で、速度６０ｍ／min を採用している。 

    (ｲ) グリーン購入への対応 

工事におけるグリーン購入法の対応については、「東京都環

境物品等調達方針」により実施している。工事発注では、特別

品目等に該当する資材がある場合は、特記仕様書に明示してい

る。 

本工事においては、特に建設発生土の有効利用や多摩産材の

積極的活用に努めている。 

  エ 契約 

契約書類については、実施起案書、締結請求書、伺書、経過調

書、契約書、工事着手届、現場代理人兼主任技術者等通知書、建

設リサイクル法第 13 条の書面等の書類が完備していることを確

認した。 

  オ 工事監理 
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(ｱ) 工事の執行体制 

工事指示書、工事監理報告書、工事打合せ記録書、月間業務

実施内容報告書、協議書、工事監査業務日報、検査報告書等に

より工事執行体制を確認した。 

(ｲ) 工事監理上の重点事項 

a  本工事は休日の作業を認め、工期の短縮を図っている。そ

のため、工程管理が重要であると認識しており、実際の施工

においても全体工程表、月間工程表および週間工程表の確認

を随時行い、遅れている場合には、その工種や原因を追究し、

遅れを取り戻すことを重点に監理を行っている。 

ｂ 監理者と施工者の調整を密に行い、早期に施工図の作図を

完了させることで、現場の工程に遅れがでないように努めて

いる。 

(ｳ) 工事発注者(監督員)、工事監理者、施工者間の調整 

工事関係者間の調整については、工事指示書、工事監理報告

書、工事打合せ記録書、月間業務実施内容報告書、協議書、工

事監査業務日報、検査報告書等により実施されていることを確

認した。 

(ｴ) 使用材料の品質・規格 

工事指示書、試験成績書および記録書類により確認した。

カ 施工（共通）

(ｱ) 施工体制 

施工手順の承諾、施工体制台帳、下請通知書、建設業許可証

および施工体系図の提示を受け、下請負業者を含む施工体系全

体を確認したが、建築工事、機械設備工事において契約書の一

部が未整備であった。 

(ｲ) 資格者証 

建築、電気設備、機械設備、昇降機設備の資格者証の写しを

確認し、必要な有資格者が配置されていることを確認した。 

キ 環境管理(共通) 
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(ｱ) 周辺環境への配慮 

各工事共通として、現場着手前に近隣工事説明会を実施し、

作業時間や休日、搬入経路、道路規制内容等を近隣住民へ説明

している。着工時の「工事着工のお知らせ」の配布のほか、土

工事やコンクリート打設工事など１日当たりの搬入車両が多い

作業時は、その都度、事前に近隣住民へお知らせの配布を行っ

ている。 

北側七兵衛通りがスクールゾーンとなっていることもあり、

搬入は通学時間を避けた午前８時３０分以降とし、また、現場

出入口ゲートには交通誘導員を配置している。 

現場西側道路においては、設計図書にもあるとおり、平日・

休日を問わず、昼間は２名の交通誘導員配置、夜間は仮設信号

機による規制を行い、歩行者・車両の交通誘導を行っている。 

交通誘導員には、声掛けや挨拶等、丁寧な対応をするよう指

導している。 

周辺環境や作業に伴う注意事項は新規入場者教育時に作業員

へ周知している。 

(ｲ) 建設廃棄物処理方法 

本工事で発生する建設廃棄物は、産業廃棄物処理計画書のと

おり、収集運搬・処分業者に委託し、処分を行っている。また、

排出の際は、マニフェスト伝票を交付する等、適正に処分して

いる。 

(ｳ) 残土処理 

本工事での建設発生土は、全て本工事の埋戻しに再利用して

おり、場外処分はない。 

なお、発生土は一旦、場外へ搬出しているが、これは受注者

所有地への仮置きであり、地下躯体工事完了後、再度現場内へ

搬入している。 

(ｴ) 場内における廃棄物保管状況 

場内の産業廃棄物の保管は、飛散防止のためフレコンバック
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に分別集積し保管している。集積場所を移動することが多いた

め、固定の産業廃棄物集積場所は設けていないが、その都度、

保管場所の表示を行う等、適正に保管している。 

(ｵ) 工事騒音や振動対策 

工事に伴う騒音・振動については、敷地境界部分へ振動騒音

計を設置し、振動・騒音をモニタリングしながら施工している。

また、振動騒音計は、外部から見える個所に設置し、近隣住民

からも確認できるよう対応している。 

なお、現在までに工事騒音や振動への苦情等はない。 

ク 安全管理(共通) 

(ｱ) 労働基準監督署への届出状況 

共同企業体代表者届等の届出について書面により確認した。 

(ｲ) 安全管理体制 

総合施工計画の安全衛生管理計画により安全管理体制を整え

ている。店社安全衛生管理者を選任しているほか、現場代理人

が安全衛生推進者となり、各ＪＶ構成員から安全担当者を選任

している。以上については、施工計画書に記載されていること

を確認した。 

(ｳ) 緊急時の連絡体制 

緊急時の連絡体制・連絡表については、総合施工計画の緊急

連絡体制による。また、緊急連絡体制の周知については、新規

入場者教育のほか、現場事務所や施工現場に掲示し周知してい

ることを、施工計画書および新規入場時安全品質教育実施報告

書により確認した。また、緊急連絡体制の周知については、現

場事務所や施工現場に掲示してあることを目視により確認した。 

(ｴ) 工事関係者の教育・指導 

教育や指導については、新規入場時に作業に必要な資格の確

認や当現場作業での注意事項の指導をしている。 

(ｵ) 工事災害の発生状況 

夏季作業中に１名が体調不良との報告があったが、大事には
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至らなかった。 

その他の怪我や事故の工事災害は、軽微なものも含め発生し

ていない。 

(ｶ) 工事関係者間の連絡調整状況 

毎月１回、関係下請業者も参加させ、災害防止協議会を実施

している。 

その中で各社安全パトロールを実施し、現場での指摘事項お

よび次月の工程・安全上の注意点等を協議している。 

以上については、現場巡視記録、現場パトロール結果記録、

総合定例会議記録、工事打合せ指示書、労働災害防止協議会記

録および各分科会開催記録により確認した。 

(ｷ) 工事現場点検・巡視状況 

毎日１回の現場巡視点検を行い、記録および指示は、工事打

合せ指示書にて行っていることを書面により確認した。 

(ｸ) 火気使用管理状況 

火気作業を行う場合は、現場に消火器を常備し施工するよう

指導している。また、作業後の残火確認の徹底も朝礼時に指示

するとともに、現場確認を行っていることを工事打合せ指示書

等により確認した。 

ケ 工事記録（共通） 

  記録写真 

(ｱ) 建築工事 

施工前、土工事、鉄筋組立、型枠組立、コンクリート打設、

左官、防水、鉄骨組立工事等の写真を閲覧し、設計図どおり施

工されていることを確認した。 

(ｲ) 電気設備工事 

材料搬入検査、製品検査立会、接地工事、ハンドホール設置、

ケーブルラック敷設工事、躯体型枠内配線工事等の写真を閲覧

し、設計図どおり施工されていることを確認した。 

(ｳ) 機械設備工事 
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スリーブ工事、外構工事、ピット内配管工事等写真を閲覧し、

設計図どおり施工されていることを確認した。 

コ 施工現場（共通） 

(ｱ) 出来形および施工状況 

ａ 建築工事 

鉄筋コンクリート造、鉄骨造り、スラブ、屋根、外壁、バ

ルコニー、屋上防水が良好な出来形で完了していることを確

認した。 

ｂ 電気設備工事 

天井ケーブルラック工事（一部）、ケーブル配線工事（一

部）、キュービクル設置工事が良好な出来形で完了している

ことを確認した。 

ｃ 機械設備工事 

空調配管工事（一部）、空調機器設置工事（一部）が、良

好な出来形で完了していることを確認した。 

(ｲ) 現場での掲示物確認 

建設業許可証、施工体系図等が掲示されていることを確認し

た。 

(2) 調査結果と評価 

ア 総合評価 

青梅市新生涯学習施設（仮称）新築工事にかかる施工の確実性、

経済性、有効性および効率性について技術調査を実施した。 

書類および現場での調査の結果、良好であると評価する。 

なお、今後機器取付け、内装等の作業が予定されているが、最

後まで細心の注意を払って施工されるよう期待する。 

イ 個別評価 

以下に、技術調査における着眼点ごとの評価を示す。 

(ｱ) 設計基準、資料等の整備状況およびその運用 

適用された設計基準等は、前述のとおり、適正に整備、運用

されていた。 
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(ｲ) 設計書（設計図書、仕様書、明細書） 

ａ 設計は、工事目的、法令や現場等に適合し、経済的かつ効

率的に行われていた。 

ｂ 仕様書や図面等は的確に作成されており、使用材料、機械

等の選定が適切であった。 

(ｳ) 設計見積 

積算に当たっては、標準資料および最新の単価を使用してお

り、適正に実施されていた。 

(ｴ) 工事施工計画および各工種の工程表 

ａ 施工計画は適正に作成され、施工体制および下請負関係書

類も一部不備があったものの、おおむね適切に管理されてい

た。 

ｂ 工種ごとの工程管理も適切に設定されていた。 

(ｵ) 設計書と施工状況との対比 

設計書と現地施工の整合性は、適正であった。 

(ｶ) 各種検査、材料試験等の実施状況 

各種検査、材料試験等の実施状況が適正に実施されているこ

とを確認し、書類についても適切に整備されていた。 

(ｷ) 契約締結までの手続 

契約に関する手続や時期については、適正に実施していた。 

必要書類は適正であり、適切に整備されていることを確認し

た。 

(ｸ) その他必要事項 

室内空気中化学物質測定については、特記仕様書に詳細が定

められ、今後化学物質の濃度測定を実施することになっており、

環境保全についても考慮されていた。 

２ 要望等 

今回の監査に当たっては、工事の設計、契約および施工等が、法令

等に準拠し、適正かつ効率的に執行されているかを主眼に判断した。 

技術士による工事技術調査の結果は良好との評価であり、主管課お
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よび工事関係者の努力によるものと評価するものである。 

引き続き、安全管理に留意し、３月下旬のしゅん工まで、無事故で

工事を進められるよう要望する。 

また、本施設は青梅市公共施設等総合管理計画における公共施設再

編モデルとして、類似施設の集約化・複合化を行う先導的事業である。

本施設が公共施設再編モデルとして、順調に運営され、市民の期待に

応える施設となるよう願うものである。 

なお、今回の工事技術調査では、改善または実施されることが望ま

しい事項が見受けられたことから、対応を図られるとともに、今後の

工事全般について参考とし、適正な工事の執行に努められるよう要望

する。 

(1) 施工体制台帳の管理の充実について 

  工事下請管理関係の書類について、注文書、請書、建設業許可証

および資格関係書は、下請業者ごとに整理、保管されていたが、一

部下請業者について注文書、請書が保管されていなかった。 

本工事は公共工事であることから、下請契約を締結する全ての工

事について施工体制台帳を整備されたい。 

(2）施工体制図の管理について 

施工体制図については、下請業者編成表と整合が取れていなかっ

たので、施工体系図に作成年月日を記入し、施工体系図と下請業者

編成表の整合を図るよう改善されたい。 




